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非防爆携帯型電子機器使用に係るガイドライン 
 

鹿島臨海工業地帯の事業所内における第２類危険箇所において，非防爆携帯型電子機器を

使用する際は，基本的に以下の内容を遵守したうえで，関係機関と協議を行うものとする。 

 

１．防爆構造の適用範囲において，非防爆携帯型電子機器を使用する場合は，既設の固定型

ガス検知器及び非防爆携帯型電子機器の操作者自らが携帯するポータブルガス検知器

等により，可燃性蒸気等がないことを確認する。 

 

２．可燃性蒸気等の異常発生時における安全措置については，次のいずれかの対策を講ず

る。 

①可燃性蒸気等の異常発生時における安全措置については，非危険場所又は内圧室等

の安全が確保された場所へ退避する。 

②可燃性蒸気との接触を避けるため，非防爆携帯型電子機器を BOX 等に投入退避させ

る。 

 

３．事業所全体で非防爆携帯型電子機器の管理体制を整える。 

① 非防爆携帯型電子機器をリスト等に整備する。 

② 非防爆携帯型電子機器をどの危険箇所で使用するかを管理側及び操作側の双方が周

知しておく。 

 

４．使用上の留意事項 

① 非防爆携帯型電子機器を持ち込む危険場所を書類等で事前に確認する。また，可燃

性蒸気等が発生した場合の退避場所等も事前に確認する。 

② 計器室等の管理する者と非防爆携帯型電子機器を操作する者が，常に連絡を取れる

体制が整っているか事前に確認する。 

③ 肩掛け紐付きカバー等により，非防爆携帯型電子機器の落下防止措置を講じる。 

④ ポータブルガス検知器等を携帯する場合は，作業前にポータブルガス検知器等が正

常に動作することを確認する。 

⑤ 危険物の取り扱い作業中の者が同時に非防爆携帯型電子機器の操作を行わない。 

⑥ 非防爆携帯型電子機器の使用中，動作の不具合が発生した場合，その場で修理等の

措置を行わず，非危険場所等の安全が確認された場所で対応する。 

⑦ 火災，危険物の流出事故や可燃性蒸気等が発生した場合は，直ちに非防爆携帯型電

子機器の使用を中止し，非危険場所への早急な退避措置等を行い，安全が確認され

るまでの間，当該携帯機器を使用しない。 

⑧ 非防爆携帯型電子機器の操作者等の関係者に対し，操作方法や危険要因等について

十分な教育を実施する。 



⑨ 次のアからウに掲げる事項について，予防規程等の添付書類で明らかにする。ただ

し，当該事項について社内規定等がある場合は，予防規程等から社内規定に委任す

ることができる。 

ア 非防爆携帯型電子機器の仕様，保護措置 

イ 非防爆携帯型電子機器の用途，使用する場所及び管理体制 

ウ 非防爆携帯型電子機器の使用中に火災等の災害が発生した場合に取るべき措

置（危険物の規制に関する規則第６０条の２第１項第１１号関係） 
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